
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 中国財務局長

【提出日】 令和７年11月27日

【事業年度】 第53期（自　令和６年９月１日　至　令和７年８月31日）

【会社名】 御調観光開発株式会社

【英訳名】 MITSUKI KANKOKAIHATSU CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　井上 礼美

【本店の所在の場所】 広島県三原市久井町坂井原絹掛755番地

【電話番号】 （0847）32－7141

【事務連絡者氏名】 取締役支配人　松田 幸久

【最寄りの連絡場所】 広島県三原市久井町坂井原絹掛755番地

【電話番号】 （0847）32－7141

【事務連絡者氏名】 取締役支配人　松田 幸久

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

御調観光開発株式会社(E04677)

有価証券報告書

 1/47



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期

決算年月 令和３年８月 令和４年８月 令和５年８月 令和６年８月 令和７年８月

売上高 （千円） 252,844 276,029 277,119 265,412 248,627

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △1,210 11,176 5,842 6,154 △39,279

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △2,871 7,677 △28,954 5,262 △35,335

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 96,900 96,900 96,900 96,900 96,900

発行済株式総数 （株） 20,338 20,338 20,338 20,338 20,338

純資産額 （千円） 2,107,889 2,115,566 2,086,612 2,091,874 2,056,539

総資産額 （千円） 2,225,042 2,225,811 2,172,952 2,176,806 2,226,210

１株当たり純資産額 （円） 103,642.89 104,020.37 102,596.72 102,855.49 101,118.08

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） △141.18 377.48 △1,423.66 258.77 △1,737.41

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 94.7 95.0 96.0 96.1 92.4

自己資本利益率 （％） △0.14 0.54 △1.37 0.25 △1.72

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 19,210 47,334 4,267 46,868 8,008

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △23,154 △8,142 △19,990 △28,076 △87,547

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △14,400 △19,400 △14,400 △16,900 87,700

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 29,936 49,728 19,604 21,497 29,657

従業員数 （人） 22 22 22 21 19

平均臨時雇用者数 （人） （3） （3） （8） （8） （11）

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －
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　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

４．株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場でありますので記載してお

りません。

 

２【沿革】

昭和47年11月２日 御調観光開発株式会社設立

昭和50年９月15日 久井カントリークラブオープン

昭和55年４月30日 久井観光株式会社の営業譲受

 

３【事業の内容】

(1）会社の目的

（イ）ゴルフ場の建設及び経営

（ロ）観光遊覧施設の開発と経営

（ハ）その他前各号に関連する一切の事業

（注）　上記のうち（ロ）（ハ）については現在行っておりません。

(2）事業の内容

（イ）大衆ゴルフ場

収容人員　　240名

久井カントリークラブ案内図 久井カントリークラブコース配置図

 

(3）久井カントリークラブの概況

（イ）当社と久井カントリークラブとの関係

当社が全財産を所有し業務を執行するもので、久井カントリークラブは任意団体でその会員は株主で、ゴル

フ場運営の改善、向上に意見具申する等、会社の業務執行権はない。

（ロ）会員資格

会員は当社の株主で理事会の承認を得た者で、年会費を納入した者とする。

（ハ）会員数

個人会員　　　　 790人

法人会員　　　　　63社
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（ニ）久井カントリークラブの役員

理事長 北川　祐治

副理事長 井上　礼美

キャプテン 藤井　勝久

理事 坂東　辰男 外15名

 

（ホ）各種料金等

区分 会員

無記名 ビジター
会員 ビジター

平日・土日祝・休日 平日・土日祝・休日

平日 土日祝 平日 土日祝 休日
平日
早朝

土日祝
早朝

薄暮 休日
平日
早朝

土日祝
早朝

平日
薄暮

土日祝
薄暮

グリーンフィー

（円）
－ 282 1,582 2,000 4,500 － － － － 1,000 1,000 1,750 1,000 2,250

利用税（円） 600 600 600 600 600 300 300 300 300 300 300 300 300 300

従業員厚生費

（円）
400 400 400 400 400 200 200 200 200 200 200 200 200 200

道路補修費（円） 400 400 400 400 400 200 200 200 200 200 200 200 200 200

水道光熱費（円） 400 400 400 400 400 200 200 200 200 200 200 200 200 200

施設整備費（円） 440 440 440 440 440 220 220 220 220 220 220 220 220 220

ゴルファー保険料

（円）
75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75 75

中国ゴルフ連盟負

担金（円）
25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25

広島県ゴルフ連盟

負担金（円）
20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

ゴルフ振興募金

(円)
70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 70

計（円） 2,430 2,712 4,012 4,430 6,930 － － － － － － － － －

休日早朝薄暮料金

（円）
－ － － － － 5,100 5,000 6,000 5,000 6,000 6,500 8,500 6,500 8,500

 

キャディフィー (１ラウンド) 金額（円） 年会費（円） 正会員 年 24,000

－ ２バッグ 7,727 －
　〃

但し、中国地方以外
年 12,000

－ ３バック 5,155 － － －

－ ４バック 3,864 － － －

－ － － 会員登録料(円) 正会員 250,000

貸靴（円） － 700 － 法人会員 500,000

貸クラブ(円)  セット 3,000 － 法人記名会員 200,000

 

４【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和７年８月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

19(11) 52.5 13.6 3,808

　（注）１.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人数を（　）外数で記載しております。

２.平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しています。

(3）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　当社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象で

はないため、記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）経営方針

　当社は、高齢化に伴いゴルフ人口の減少している中で、真にゴルフを愛する人にゴルフを楽しんで頂き、また技

術を向上して頂けるゴルフ場として発展していくための努力を重ねて参ります。その為にはコース整備を充実さ

せ、イベント等を案内するなど、充実したサービスが提供できる体制作りに取り組んで参ります。

(2）経営戦略等

　営業活動を強化し、来場者の増加を図り、来場の際には安心してプレーして頂けるよう、規律ある接客、場内の

雰囲気作りや、コース整備を行い、より良いサービスを提供し続けます。

　具体的には、会員向けサービスの充実のため、特別優待券や割引券の発行、客員サービスのため優待料金の設定

や団体割引、またイベント等を行いオープンコンペやスポンサー杯の開催、コース整備に注力しております。

(3）目標とする経営指標

　経営基盤の安定化を図るため、来場者の増加と収益の確保を重点においております。したがって、「来場者

数」・「売上高」を重要な指標と認識しております。また、効率的な事業活動を行う必要があるため、進捗率の確

認を行いながら「営業利益」・「経常利益」についても重視しております。

(4）経営環境

　当業界のお客様であるゴルファーは、高齢化に伴いゴルフ離れが進み、顧客数は急激に減少傾向にあります。

　さらに、物価の上昇、人件費の高騰、燃料・資材価格の上昇などにより、運営コストは増加の一途をたどってい

ます。

　加えて、集中豪雨、猛暑、積雪などの異常気象が頻発しており、屋外スポーツであるゴルフ業界にとっては厳し

い経営環境となっています。

　また、近隣コースとの集客競争も激化しており、差別化やサービス向上が求められる状況です。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当クラブは開場から約50年が経過し、施設の老朽化が進んでいます。顧客満足度の維持・向上には、クラブハウ

スやコースの継続的なメンテナンスが不可欠であり、計画的な改修・更新への取り組みが急務です。

　今期は、乗用カート60台を電磁誘導式リモコンカートへ全面更新し、合併浄化槽の更新も実施しました。これら

の施策により、快適性と安全性の向上を図るとともに、将来的な運営効率の改善を目指しています。

　今後とも、会員に対してはホームコースとしての魅力を高め、客員には親しみやすく整備の行き届いたクラブと

して認知されるよう、サービスの向上に努めます。また、リピート率の向上、新規会員および来場者の獲得を目指

し、エネルギー価格などの物価上昇に対応しながら、収益の確保と黒字化を図ることが重要な課題と認識していま

す。

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　当社のサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

 

(1）ガバナンス

　当社は、企業価値の永続的な向上を目指し、経営体制・内部統制及び監査役監査を適切に機能させ、最適な組織

運営の構築に努めております。

　クラブ運営上の課題や問題に関しては、月１回以上開催している管理職会議(各部署の管理職が集まる会議）及

び定期的な理事会、取締役会にて協議し、適切な対策を講じております。また、サステナビリティに関するリスク

や機会についても経営層が中心となり議論を行い、必要な対応を検討、決定しております。
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(2）戦略

　当社では、気候変動リスクの高まりや自然災害の増加に伴い、自然環境の保全と事業継続性の確保を重要経営課

題と位置づけ、自然との共生及び地域社会との調和を目指した取り組みを継続的に推進しております。また人材の

適宜配置を行い、サービスの提供及び質の向上に努めることとしております。

 

①コース環境の維持管理と自然環境の保全

・芝草の健全育成のため、施肥及び農薬の適正使用、水管理の徹底を行い、自然環境との調和を図っています。

・コース内樹木については、倒木リスクのある樹木の事前伐採、植樹及び植替えを進め、景観維持と自然災害への

備えを行っています。

・廃棄物削減のため、使い捨てアメニティの見直しや分別強化など、環境負荷の低減に取り組んでおります。

・砂地・法面の維持管理については、土砂災害警戒区域の状況を踏まえ、計画的な補修・保護措置を行っていま

す。

 

②CO₂削減と省エネルギー対策

・照明設備のLED化を段階的に進めており、可能な箇所から順次更新を実施しています。

・合併浄化槽の更新や排水設備の強化を行い、施設運用の効率向上及びCO₂排出量削減に寄与しています。

・非常時の電源確保に向け、蓄電池や自家発電設備の導入についても検討を進めています。

 

③自然災害・異常気象への適応

・災害発生時の対応を迅速化するため、管理部門及び管理職会議において、設備点検結果や各部署からのリスク情

報を定期的に共有し、必要な改善策を検討しています。

・管理職会議は原則毎週開催しつつ、開催できない週がある場合でも月1回以上の開催を確保し、重要事項の共有

を行っています。

・気候変動による異常気象、自然災害、芝の生育不良は、来場者数や売上高に直接的な影響を及ぼすリスクとして

重要視しています。

・重大なリスクについては取締役会へ報告し、事業への影響を最小化する体制を整備しています。

 

④人材の多様性を含む人材の育成及び社内環境の整備

　従業員それぞれのポジションにおいてスキルアップ、業務の目標に向け努力できるよう評価の見直しや整備を行

い、従業員目線からの提案や要望等に柔軟に対応できるよう改善してまいります。また、性別や年齢に関係なく、

多様な経験を積んだ人材の中途採用や、年次有給休暇の積極的な取得、男性社員の育児休暇取得の推進など、労働

環境の改善を行い、企業価値の創造がもたらされるよう労働環境の整備に取り組む方針です。

 

(3）リスク管理

　気候変動による異常気象、自然災害、芝の生育状況の悪化は、来場者数及び売上高に直接的な影響を及ぼすリス

クとして認識しています。

　当社では、管理部門及び管理職会議を中心に、運営状況や設備状態の確認、リスク情報の収集・分析を定期的に

行っています。管理職会議は原則毎週開催しており、開催できない週があっても月1回以上の開催を確保し、各部

署の重要な情報やリスク要因を共有する場として機能しています。重大なリスクについては取締役会へ報告し、事

業への影響を最小化する体制を整えております。

 

(4）指標及び目標

　ゴルフ場運営は天候に大きく左右され、特に芝の状態や長期不順、自然災害は来場者数に影響し、売上高にも直

結します。これらのリスクは、当社にとって重要な経営上の課題であると認識しており、その影響を適切に把握す

ることが事業継続において重要となります。

　そのため、当社ではサステナビリティに関連する主要指標として、「売上高」「来場者数」「財務状況」を重要

指標として位置づけ、継続的に確認しています。これらの指標は、自然災害や異常気象などのリスクと密接に関連

しているため、日々の運営状況やリスク情報の共有を通じて必要な対策の立案、実行に努めております。

　また、人材育成及び職場環境整備に関する具体的な数値目標については、現時点では設定しておりませんが、今

後の経営環境の変化に応じて検討してまいります。
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）経済状況

不況が進行すれば冗費減にともない、来場者の減少により営業収入に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2）会員の高齢化及びプレーヤーの減少

ゴルフ業界は、会員の高齢化や若年層のゴルフ離れという構造的な問題を抱えており、近年の人気プロゴル

ファーの活躍を目の当たりにしても、来場者増加に結びつく状況にはないように思われます。こうした状況が回復

しなければ、年会費収入の減少、来場者の減少に伴い、当社の営業収入に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）競合等の影響

会社更生法や民事再生法が適用されたゴルフ場が資金力や営業力を付けて再登場しております。限られたゴルフ

人口の中での顧客獲得競争が行われており、業界の低価格化が進行している状況下にあります。廉価競争が進行す

る状況が続けば、当社の営業成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

（4）自然災害及び病気の流行

異常気象、台風及び地震等の自然災害や、新型コロナウイルス感染症等流行性疾患の発生は、来場者の減少をも

たらし、当社の売上高に悪影響を及ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状

況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

当事業年度における日本経済は、緩やかな回復基調を維持したものの、個人消費の低迷や物価上昇により、依

然として不安定な側面が残る状況となりました。

ゴルフ業界においては、これまで業界を支えてきたゴルファー層の高齢化や、若年層のゴルフ離れが進行して

おり、顧客基盤の縮小が課題となっています。加えて、人件費や燃料・資材価格の高騰に伴い、運営コストが増

加し、企業収益を圧迫する状況が続いております。

こうした状況の中、当社では運営効率の向上とサービス品質の維持を目的として、乗用カートをすべて電磁誘

導式リモコンカートへ更新するとともに、約50年間使用してきた合併浄化槽の更新を完了いたしました。

しかしながら、当期の入場者数は 32,081名（前期比 1,782名減）となり、財政状態及び経営成績は以下のと

おりとなりました。

(a）財政状態

当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ49,404千円増加し2,226,210千円となりました。当事業年度

末の負債合計は、前事業年度末に比べ84,739千円増加し169,670千円となりました。当事業年度末の純資産合計

は、前事業年度末に比べ35,335千円減少し、2,056,539千円となりました。

(b）経営成績

当事業年度の売上高は248,627千円（前期は265,412千円）で16,785千円の減収となりました。売上原価は

155,691千円（前期は135,853千円）で19,838千円の増加、販売費及び一般管理費は132,999千円（前期は124,483

千円）で8,516千円の増加となりました。

営業損失は40,063千円（前期は5,075千円の営業利益）、経常損失は39,279千円（前期は6,154千円の経常利

益）、当期純損失は35,335千円（前期は5,262千円の当期純利益）となりました。

②キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フローが

8,008千円増加し、投資活動によるキャッシュ・フローが87,547千円減少、財務活動によるキャッシュ・フロー

が87,700千円増加した結果、前事業年度末21,497千円に比べ8,160千円増加し、29,657千円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、8,008千円（前年同期は46,868千円の獲得）となりまし

た。これは主に、減価償却による内部留保50,555千円（前年同期は29,893千円）により資金が流入しましたが、

税引前当期純損失34,279千円、売上債権の増加3,093千円、および仕入債務の減少4,907千円により資金が流出し

たことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、87,547千円（前年同期は28,076千円の使用）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出162,861千円により資金が流出したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において財務活動の結果得られた資金は、87,700千円（前年同期は16,900千円の使用）となりまし

た。これは主に、長期借入れによる収入100,000千円によるものです。
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③生産、受注及び販売の実績

　(a)当社には子会社がなくゴルフ場経営以外行っておりませんのでセグメントごとの記載はしておりません。

 

　(b)営業収入の実績

 前事業年度 当事業年度 増減

グリーンフィー（千円） 90,054 83,560 △6,494

キャディフィー（千円） 114,668 110,355 △4,313

食堂売店手数料（千円） 9,131 8,760 △371

茶店売上（千円） 5,705 5,391 △314

その他収入（千円） 12,684 11,380 △1,304

年会費収入（千円） 33,169 29,180 △3,989

計（千円） 265,412 248,627 △16,785

入場人数（人） 33,863 32,081 △1,782

月平均（人） 2,821 2,673 △148

 

(c)入場者数実績

区分 Ｒ６.９ 10 11 12 Ｒ７.１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 合計
会員別割合
（％）

メンバー 786 728 788 631 644 388 731 775 714 806 717 796 8,504 26.5

ビジター 2,114 2,399 2,506 1,815 1,176 856 2,325 1,984 2,381 1,939 2,031 2,051 23,577 73.5

合計 2,900 3,127 3,294 2,446 1,820 1,244 3,056 2,759 3,095 2,745 2,748 2,847 32,081 100.0

営業日数 30 31 29 30 27 16 29 30 31 30 31 31 345 －

一日平均入場者 97 101 114 82 67 78 105 92 100 92 89 92 93 －
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

①財政状態及び経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

(a）財政状態の分析

(流動資産）

　当事業年度末における流動資産の残高は、320,844千円（前事業年度368,405千円）となり、47,561千円減少し

ました。この主な要因は、売掛金が7,326千円から10,229千円へ2,903千円増加しましたが、現金及び預金が

353,008千円から290,855千円へ62,153千円減少したことなどによるものです。

(固定資産）

　当事業年度末の固定資産の残高は1,905,365千円で、前年同期と比べ96,965千円の増加となりました。これは

主に、乗用カートの更新や、合併浄化槽の更新などの設備投資を行ったことによる、有形固定資産の増加による

ものです。

(流動負債）

　当事業年度末の流動負債の残高は、43,721千円（前事業年度32,572千円）となり、11,149千円増加しました。

この主な要因は、未払金が4,709千円減少した一方で、1年内返済予定の長期借入金が13,880千円、および受託販

売未払金が747千円それぞれ増加したことなどによるものです。

（固定負債）

　当事業年度末の固定負債の残高は、125,949千円（前事業年度52,358千円）となり、73,591千円増加しまし

た。この主な要因は、長期借入金が73,820千円増加したことによるものです。

（純資産）

　当事業年度末における純資産の残高は、2,056,539千円（前事業年度2,091,874千円）となり35,335千円減少し

ました。これは当期純損失の計上によるものです。

(b）経営成績の分析

当事業年度における売上高は248,627千円（前期比6.3％減）となり、売上原価は155,691千円（前期比14.6％

増）、販売費及び一般管理費は、132,999千円（前期比6.8％増）で、当期純損失は35,335千円（前期は当期純利

益5,262千円）となりました。この主な要因は、売上高が前期比16,785千円減少し、売上原価および販売費及び

一般管理費の総額が、前期比28,354千円増加したことなどによるものです。

②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

(a）キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容

キャッシュ・フローの分析については、「(1）経営成績等の状況の概要　②キャッシュ・フローの状況」に記載

しております。

(b)資本の財源及び資金の流動性

　資金概要

　当社の事業活動における運転資金需要の主なものはコース維持費、プレー費、販売費および一般管理費の営業

費用であります。また設備資金需要としては、コース及びクラブハウスに対する有形固定資産投資があります。

　財政政策

　当社は、事業活動に必要な資金を安定的に確保するため、運転資金及び設備資金について、自己資金の活用及

び金融機関からの長期借入れを基本としております。

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて作成されていま

す。この財務諸表の作成に当たっては、当事業年度における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に影響を与えるような見積り、予測を行っております。そのため実際の結果は、見積特有の不確実性があるた

め、これらの見積と異なる場合があります。

なお、当社が所在する三原市及び近隣地域においては、新型コロナウイルス感染症の感染者数は少なく、その

業績への影響は限定的であると仮定して会計上の見積を行っております。
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５【重要な契約等】

(1）レストランの経営は、下記の条件で株式会社三原リゾートキッチンと委託契約をしております。

（イ）レストラン業務の遂行に必要な施設、設備、機器、什器備品等の貸与。

（ロ）毎月末にて確定した売上代金の15％を委託料として収受する。

（ハ）契約期間は、令和３年３月１日より令和６年２月末日までの満３ヵ年とする。

但し、契約期間満了の６ヶ月前に解約の申出がないときは同一条件で自動的に３ヶ年延長されるものとす

る。

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度中の主な設備投資は、下記のとおりであり、その目的は、来場者サービスの向上を図るためのものであ

ります。

設備 金額 資金調達方法 取得日

合併浄化槽新設工事 42,500千円 借入金 Ｒ７.１

７番ホール橋床板補修工事 559千円 自己資金 Ｒ７.２

カート道整備工事 13,530千円 自己資金 Ｒ７.３

電磁誘導式ゴルフカート 85,800千円 自己資金及び借入金 Ｒ７.４

電磁誘導設備 18,700千円 自己資金 Ｒ７.４

散水用ポンプ 1,280千円 自己資金 Ｒ７.８

打撃練習場ボール貸出機 1,050千円 自己資金 Ｒ７.８

合計 163,419千円   

 

２【主要な設備の状況】
（令和７年8月31日現在）

 
土地 ゴルフ場敷地 974,803㎡   227,467千円

コース（18ホール） 347,503㎡ アウトコース  183,188㎡ 1,219,453千円

  インコース  164,315㎡  

総距離 バック   6,757ＹＤ  

 レギュラー   6,346ＹＤ  

建物 クラブハウス 鉄筋コンクリート地下１階２階建 2,189㎡ 181,826千円

     

管理棟倉庫 軽量鉄骨スレート  385㎡   

機械格納庫 軽量鉄骨プレハブ２階建 189㎡   

茶店 ４棟 Ｎｏ.１、Ｎｏ.６、Ｎｏ.10、Ｎｏ.14 40㎡   

     

その他 火災報知器・避雷針設備・避難所・休憩所・浄化槽電源設備 外  

構築物 Ｎｏ.２橋・立体駐車場・クラブハウス前庭園設備・芝散水設備・沈砂池

練習グリーン・アーチ橋・滝・水槽・その他

166,303千円

機械及び装置 モア類25台・トラクター3台・サンドスプレッダー1台・その他 23,097千円

車輌運搬具 トラック・ダンプカー3台

普通乗用車1台・軽四輪10台・ゴルフカート60台

71,615千円

工具、器具及び備品 食堂用品・ロッカー・机・椅子・モニターテレビ・放送設備 外 7,377千円

ソフトウェア ゴルフ場予約顧客管理システム・ＧＰＳナビゲーションシステム 964千円

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　　当該事項はありません。

(2）重要な改修

　　当該事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,000

計 31,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（令和７年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和７年11月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,338 20,338 非上場

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。

計 20,338 20,338 － －

　（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年1月15日 － 20,338 △1,000,000 96,900 1,000,000 1,748,000

　（注）　資本金1,000,000千円を、資本準備金に振替えたものであります。
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（５）【所有者別状況】

令和７年8月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 1 119 － － 1,639 1,763 －

所有株式数

（株）
－ 80 40 3,072 － － 17,146 20,338 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.4 0.2 15.1 － － 84.3 100.0 －

 

（６）【大株主の状況】

  令和７年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

井上建設株式会社 広島県三原市久井町江木1471 552 2.71

株式会社北川鉄工所 広島県府中市元町77－１ 400 1.97

後藤 隆史 広島県福山市 300 1.48

井上 礼美 広島県三原市 90 0.44

唐川木材株式会社 広島県府中市高木町235 90 0.44

株式会社ジーベック 広島県福山市霞町２丁目１－２ 50 0.25

土井木工株式会社 広島県府中市府川町57－１ 50 0.25

田中運輸株式会社 広島県三原市小浜２丁目４－１ 50 0.25

協栄商事株式会社 広島県福山市港町２丁目17番13号 40 0.20

北川精機株式会社 広島県府中市鵜飼町800－８ 40 0.20

計 － 1,662 8.17

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和７年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式20,338 20,338 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 20,338 － －

総株主の議決権 － 20,338 －
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②【自己株式等】

令和７年８月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

利益配当の基本方針

　当社の利益配分につきましては、期末配当として年１回の配当をすることとし、その決定機関は株主総会でありま

す。但し基本方針としては配当をしないこととしております。当社の株主は、久井カントリークラブの会員資格を有

し、ゴルフプレーをする際、会員としての優遇を受けています。

　利益配分については、内部留保に努めゴルフコース、クラブハウス等の充実を図り、ゴルフ場のレベルアップを目

的にすることにより、株主の皆様に利益を還元すべきと考えております。当期を含め今後も配当を行うことは考えて

おりません。

 

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定、着実な経営成績の向上を意図した経営体制の確立

と、経営の健全性、透明性を高めることを重要な経営課題と考えております。株主総会及び年１回の決算発表のほ

か、株主利益に重大な影響を与えると判断できる重要事実の発生時には、正確かつ十分な情報開示を速やかに実施し

ております。

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　a.会社の機関の内容

　　当社は、監査役制度のもと、監査役（２名）が監査計画に基づき、取締役会並びに経営会議等重要な会議へ出席

して意見を述べるほか、重要書類の閲覧、会計監査人・内部監査担当者の監査結果の聴取等を通じて、各取締役の職

務執行の妥当性、効率性などを幅広く検証するなど、経営監視を実施しております。

　b.内部統制システムの状況

　　当社は法令等の遵守を第一に、業務の効率化を図りつつ、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための内部統制システムの整備を行い、運用しております。また、監査役及び会計監査人とも情報の交換を

図っております。
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②リスク管理体制の整備の状況

　当社は取締役会においてリスクを監視し、リスクの未然防止に努めています。また、必要に応じて外部の専門家の

意見、助言を取り入れながら十分な検討を行い、想定されるリスクについては、できる限り排除または縮小するよう

に努めております。

③子会社の業務の適正を確保するための体制準備の状況

　当社は子会社がありませんので、当該事項はありません。

④役員報酬の内容

　取締役・監査役に支払っている報酬はありません。

(注)取締役の報酬の額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。

⑤取締役の定数

　当社の取締役は20名とする旨定款に定めております。

⑥取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨

も定款に定めております。

⑦株主総会の特別議決要件

　当社は、会社法第309条第2項の定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨定款に定めております。

⑧取締役会の活動状況

　当事業年度において当社は取締役会を５回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりでありま

す。

氏名 開催回数 出席回数

井上　礼美 年５回 ５回

北川　祐治 年５回 ５回

花山　哲男 年５回 ４回

藤井　勝久 年５回 ４回

唐川　浩成 年５回 ４回

内田　雅敏 年５回 ０回

政宗　哲哉 年５回 ４回

松田　幸久 年５回 ５回

 

　取締役会における具体的な検討内容としては、長期的な経営戦略として収益向上や顧客満足度向上の施策を、施設の管

理・保守については特に老朽化施設の点検や修繕計画、施設の更新や改善などの事項を、組織管理・人事管理については

適切な組織体制の構築や人材の育成・配置を、営業戦略においては収益向上のために、戦略性や特色あるコースレイアウ

ト、顧客動向や料金設定などを都度考慮し、ゴルフ場運営におけるリスク等を想定し、対策を議論しております。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性10名　女性１名　（役員のうち女性の比率９％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

取締役社長

(代表取締役)
井上　礼美 昭和41年９月１日生

1989年４月 井上建設㈱入社

1998年７月 井上商事㈱代表取締役（現任）

2009年11月
2010年８月
2017年11月
2022年７月

井上建設㈱監査役
当社取締役
当社代表取締役社長（現任）
井上建設㈱代表取締役社長（現任）

　

（注3） 90

取締役副社長

(代表取締役)
北川　祐治 昭和32年４月１日生

1983年９月 ㈱北川鉄工所入社

2001年４月 ㈱北川鉄工所代表取締役社長
北川冷機㈱代表取締役社長（現任）

2016年４月 ㈱北川鉄工所代表取締役社長兼工機事
業部長（現任）

2016年５月

 
2017年11月

㈱北川製作所代表取締役会長（現任）
当社代表取締役副社長（現任）

　

（注3） 10

取締役 花山　哲男 昭和31年３月20日生

1978年３月 井上建設㈱入社

2017年１月 井上建設㈱常務執行役員

2017年11月
2023年７月

当社取締役（現任）
井上建設㈱常務執行役員退任

　

（注3） 10

取締役 藤井　勝久 昭和22年７月１日生

1986年７月 ㈱フジイ 代表取締役

2009年５月 ㈱フジイ 代表取締役会長（現任）

2016年11月
2021年11月

当社監査役
当社取締役（現任）

　

（注3） －

取締役 唐川　浩成 昭和27年10月27日生

1979年４月
1984年５月
1997年５月

 
2021年11月

唐川木材工業㈱入社
唐川木材工業㈱取締役
唐川木材工業㈱代表取締役社長（現
任）
当社取締役（現任）

　

（注3） －

取締役 内田　雅敏 昭和38年10月27日生

1989年４月
1997年４月
2008年６月
2016年７月
2019年６月
2021年11月

マツダ㈱入社
北川精機㈱入社
㈱北川鉄工所入社
北川精機㈱代表取締役社長（現任）
㈱北川鉄工所社外取締役（現任）
当社取締役（現任）

　

（注3） －

取締役 政宗　哲哉 昭和46年９月25日

1992年４月
2007年１月
2019年３月
2023年11月

井上建設㈱入社
営業部長
執行役員営業統括部長（現任）
当社取締役（現任）

　

（注3） －

取締役支配人 松田　幸久 昭和47年９月16日生

2005年12月 ㈱ワシントンリゾート入社

2015年１月
2021年２月
2021年12月

 
2023年11月

広島紅葉カントリークラブ支配人
取締役支配人
当社入社
久井カントリークラブ支配人
当社取締役支配人（現任）

　

（注3） 10

 

EDINET提出書類

御調観光開発株式会社(E04677)

有価証券報告書

18/47



 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

常勤監査役 安藤　攻 昭和18年２月21日生

1965年４月
1997年６月

㈱広島銀行入社
㈱北川鉄工所入社 常務取締役等歴任

2012年３月 ㈱北川鉄工所 取締役専務執行役退任

2013年11月 当社監査役（現任）

　

（注4） 10

監査役 坂東　辰男 昭和39年７月２日生

1987年４月
1989年10月
2001年5月
2003年11月
2013年11月

出光興産㈱入社
芸備燃料入社
芸備燃料㈱代表取締役社長（現任）
当社取締役
当社監査役（現任）

　

（注4） －

監査役 小川　治孝 昭和22年４月12日生

1970年４月
2008年３月

㈱北川鉄工所入社
㈱北川鉄工所退社

2011年６月
2013年11月
2017年11月
2019年11月
2020年３月
2021年11月

庄原農業協同組合幹事（現任）
当社取締役
当社取締役支配人
当社取締役総支配人
当社取締役顧問
当社監査役（現任）

　

（注4） 10

   計  140

　（注）1.取締役 花山哲男、藤井勝久、唐川浩成、内田雅敏、政宗哲哉は、社外取締役であります。

2.監査役 安藤 攻、坂東 辰男は、社外監査役であります。

3.取締役の任期は、令和７（2025）年8月期に係る定時株主総会終結の時から2年間であります。

4.監査役の任期は、令和７（2025）年8月期に係る定時株主総会終結の時から4年間であります。

 

②社外役員の状況

　当社の社外取締役５名のうち、提出日現在当社の株式所有数は、花山哲男10株でありますが、当社との取引

関係その他利害関係はありません。

　また、社外監査役２名のうち、提出日現在当社の株式所有数は、安藤攻10株でありますが、当社との取引関

係その他利害関係はありません。

（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社は令和７年11月26日開催の定時株主総会において監査役会の廃止を決議し、現在は監査役２名による監査体

制を採用しております。

　当期は監査役会を５回開催しており、併せて取締役会および重要な会議に参加しております。個々の出席状況に

ついては次のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

安藤　　攻 ５回 ５回

坂東　辰男 ５回 ０回

小川　治孝 ５回 ５回

　監査役会における具体的な検討事項として、コンプライアンスの徹底や、取締役の職務の執行状況を聴取し、重

要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財務の状況の調査を行い、職務執行の妥当性・効率性に重点を置き監査してい

ます。なお、取締役会及び監査役会において直接報告を行うことになっています。

②　内部監査の状況

　当社は、内部監査組織は設けておりませんが、取締役支配人及び業務担当管理職が業務全般にわたって管理監督

を行っており、具体的には毎月経理担当より、月次報告を受け適正に業務の遂行がなされているかをチェックして

います。また、監査役及び会計監査人とも情報の交換を図り、情報の共有化を行っています。

③　会計監査の状況

　ａ.公認会計士の氏名

　　公認会計士　高橋和司

　ｂ.継続監査期間

　　13年間

　ｃ.監査業務に係る補助者の構成

　　当社の会計監査業務に係る補助者は２名であり、公認会計士１名、その他１名であります。

　同氏は当事業年度における監査意見表明にあたり、他の公認会計士事務所へ意見審査を依頼しています。

　ｄ.監査公認会計士の選定方針と理由
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　　監査公認会計士の選定に際しては、監査役会が監査公認会計士の概要、監査の実施内容、監査報酬の見積金額

を入手の後、個別面談を行って総合的に判断することになっております。

　　公認会計士高橋和司氏より提示された監査の実施内容、監査報酬の見積金額が当社の規模的にも妥当との判断

から選定した経緯があります。

　ｅ.監査役及び監査役会による監査公認会計士の評価

　　当社の監査役及び監査役会は、監査公認会計士の評価を行っております。この評価については、監査公認会計

士の職務遂行状況、監査体制及び独立性について総合的に判断しております。

④　監査報酬の内容等

　a. 監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

2,000 － 2,000 －

　ｂ. 監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

　該当事項はありません。

　ｃ. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

　ｄ. 監査報酬の決定方針

　当社は監査報酬の決定方針は策定しておりませんが、監査公認会計士から提示された監査計画・見積金額を勘

案し、監査役会の同意を得て決定しています。

　ｅ. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は監査公認会計士から提示された監査計画・見積金額を検討し、当社の規模的に妥当であることか

ら、会計監査人の報酬等の額に同意しております。

 

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容につきましては、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバ
ナンスの概要」に記載しております。

 

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社でありますので、記載すべき事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（令和６年９月１日から令和７年８月31日

まで）の財務諸表について、公認会計士・高橋 和司氏により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組として、会計基準に関する文書を購読し、各種情報を取

得するとともに、専門的情報を有する団体等が主催する研修・セミナーに参加し、財務諸表等の適正性確保に取り組

んでおります。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和６年８月31日)
当事業年度

(令和７年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 353,008 290,855

売掛金 7,326 10,229

商品 310 314

貯蔵品 3,462 3,111

未収入金 1,074 950

前払費用 2,994 3,588

未収消費税等 － 11,520

その他 227 275

流動資産合計 368,405 320,844

固定資産   

有形固定資産   

建物 671,868 676,213

減価償却累計額 △482,152 △494,386

建物（純額） 189,716 181,826

構築物 811,064 852,465

減価償却累計額 △687,315 △686,162

構築物（純額） 123,749 166,303

機械及び装置 104,766 104,537

減価償却累計額 △79,979 △81,440

機械及び装置（純額） 24,786 23,097

車両運搬具 79,535 120,456

減価償却累計額 △72,353 △48,840

車両運搬具（純額） 7,181 71,615

工具、器具及び備品 109,907 111,390

減価償却累計額 △102,655 △104,013

工具、器具及び備品（純額） 7,252 7,377

コース勘定 1,219,453 1,219,453

土地 227,467 227,467

有形固定資産合計 ※ 1,799,607 ※ 1,897,140

無形固定資産   

電話加入権 472 472

ソフトウエア 1,790 964

無形固定資産合計 2,263 1,436

投資その他の資産   

長期未収入金 9,449 9,764

繰延税金資産 951 872

その他 129 151

貸倒引当金 △4,000 △4,000

投資その他の資産合計 6,529 6,788

固定資産合計 1,808,400 1,905,365

資産合計 2,176,806 2,226,210
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和６年８月31日)
当事業年度

(令和７年８月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 232 297

１年内返済予定の長期借入金 400 14,280

未払法人税等 977 977

未払金 15,025 10,316

未払費用 4,346 4,082

未払消費税等 2,726 －

預り金 1,827 1,844

受託販売未払金 3,990 4,737

賞与引当金 2,790 2,560

その他 256 4,624

流動負債合計 32,572 43,721

固定負債   

長期借入金 － 73,820

会員預り金 27,500 27,500

退職給付引当金 24,858 24,629

固定負債合計 52,358 125,949

負債合計 84,931 169,670

純資産の部   

株主資本   

資本金 96,900 96,900

資本剰余金   

資本準備金 1,748,000 1,748,000

資本剰余金合計 1,748,000 1,748,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 194,000 194,000

繰越利益剰余金 52,974 17,639

利益剰余金合計 246,974 211,639

株主資本合計 2,091,874 2,056,539

純資産合計 2,091,874 2,056,539

負債純資産合計 2,176,806 2,226,210
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和５年９月１日
　至　令和６年８月31日)

当事業年度
(自　令和６年９月１日
　至　令和７年８月31日)

売上高   

グリーンフィー 90,054 83,560

キャディフィー 114,668 110,355

食堂売店手数料 9,131 8,760

茶店売上 5,705 5,391

その他の収入 12,684 11,380

年会費収入 33,169 29,180

売上高合計 265,412 248,627

売上原価   

コース維持費 67,949 76,843

プレー費 31,491 25,959

食堂売店経費 3,409 3,579

茶店経費 9,570 6,602

その他の経費 5,385 4,534

減価償却費 18,046 38,172

売上原価合計 135,853 155,691

売上総利益 129,559 92,935

販売費及び一般管理費   

従業員給料及び手当 37,245 40,725

賞与引当金繰入額 1,501 1,673

退職給付費用 925 2,412

福利厚生費 198 187

光熱費 2,812 2,341

消耗品費 2,170 2,854

租税公課 2,384 2,231

減価償却費 11,846 12,383

修繕費 752 529

支払手数料 12,591 10,807

外注費 6,652 8,520

会員関係費 21,733 20,121

その他 23,668 28,211

販売費及び一般管理費合計 124,483 132,999

営業利益又は営業損失（△） 5,075 △40,063

営業外収益   

受取利息及び配当金 217 238

雑収入 1,102 1,146

営業外収益合計 1,319 1,385

営業外費用   

支払利息 49 570

雑損失 191 31

営業外費用合計 240 601

経常利益又は経常損失（△） 6,154 △39,279

特別利益   

固定資産売却益 － ※ 4,999

補助金収入 － 15,600

特別利益合計 － 20,599

特別損失   

固定資産除却損 － ※ 0

固定資産圧縮損 － ※ 15,600

特別損失合計 － 15,600

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 6,154 △34,279

法人税、住民税及び事業税 977 977

法人税等調整額 △85 78

法人税等合計 891 1,055

当期純利益又は当期純損失（△） 5,262 △35,335
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【売上原価明細表】

費用
コース維持費 プレー費 食堂売店経費 茶店経費 その他経費 打撃練習場経費 合計

Ｒ６/８ Ｒ７/８ Ｒ６/８ Ｒ７/８ Ｒ６/８ Ｒ７/８ Ｒ６/８ Ｒ７/８ Ｒ６/８ Ｒ７/８ Ｒ６/８ Ｒ７/８ Ｒ６/８ Ｒ７/８

人件費
(千円)

32,787 31,647 9,037 3,447 － － 3,883 901 － － － － 45,708 35,996

燃料費
(千円)

4,575 4,566 2,395 2,540 － － 21 26 － － － － 6,993 7,133

保険料
(千円)

97 100 1,330 1,738 － － － － － － － － 1,428 1,838

消耗品費
(千円)

4,590 7,445 770 192 － 23 0 74 － － 163 53 5,525 7,789

修理費
(千円)

1,685 2,757 1,717 2,572 45 76 － 269 － － － － 3,449 5,676

水道光熱
費(千円)

4,219 4,198 986 982 3,253 3,176 455 502 － － － － 8,915 8,859

租税公課
(千円)

6,075 6,020 － － － － － － － － － － 6,075 6,020

外注費
(千円)

2,802 3,316 1,032 1,085 95 288 265 215 － － 15 － 4,210 4,906

肥料薬剤
費(千円)

10,201 13,983 － － － － － － － － － － 10,201 13,983

仕入
(千円)

－ － － － － － 4,729 4,553 5,205 4,480 － － 9,935 9,034

賞品費
(千円)

－ － 10,807 10,754 － － － － － － － － 10,807 10,754

賃借料
(千円)

459 848 － － 14 14 － － － － － － 473 862

雑費その
他(千円)

453 1,958 3,413 2,645 － － 214 59 － － 0 － 4,082 4,662

小計
(千円)

67,949 76,843 31,491 25,959 3,409 3,579 9,570 6,602 5,205 4,480 179 53 117,806 117,519

減価償却
費(千円)

11,961 15,022 3,015 20,121 1,406 1,366 1,190 1,160 － － 472 501 18,046 38,172

合計
(千円)

79,911 91,865 34,507 46,080 4,815 4,946 10,760 7,762 5,205 4,480 652 555 135,853 155,691
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　令和５年９月１日　至　令和６年８月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 96,900 1,748,000 1,748,000 194,000 47,712 241,712 2,086,612 2,086,612

当期変動額         

当期純利益     5,262 5,262 5,262 5,262

当期変動額合計 － － － － 5,262 5,262 5,262 5,262

当期末残高 96,900 1,748,000 1,748,000 194,000 52,974 246,974 2,091,874 2,091,874

 

当事業年度（自　令和６年９月１日　至　令和７年８月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 96,900 1,748,000 1,748,000 194,000 52,974 246,974 2,091,874 2,091,874

当期変動額         

当期純損失（△）     △35,335 △35,335 △35,335 △35,335

当期変動額合計 － － － － △35,335 △35,335 △35,335 △35,335

当期末残高 96,900 1,748,000 1,748,000 194,000 17,639 211,639 2,056,539 2,056,539
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和５年９月１日
　至　令和６年８月31日)

当事業年度
(自　令和６年９月１日
　至　令和７年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 6,154 △34,279

減価償却費 29,893 50,555

賞与引当金の増減額（△は減少） 250 △230

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,628 △229

受取利息及び受取配当金 △217 △238

支払利息 49 570

補助金収入 － △15,600

有形固定資産除却損 － 0

固定資産圧縮損 － 15,600

固定資産売却益 － △4,999

売上債権の増減額（△は増加） 5,972 △3,093

棚卸資産の増減額（△は増加） △100 347

その他の資産の増減額（△は増加） △56 △12,183

仕入債務の増減額（△は減少） 2,819 △4,907

その他の負債の増減額（△は減少） 404 2,405

小計 46,797 △6,282

利息及び配当金の受取額 217 238

利息の支払額 △49 △570

補助金の受取額 － 15,600

法人税等の支払額 △488 △977

法人税等の還付額 391 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,868 8,008

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △179 －

定期預金の払戻による収入 － 70,314

有形固定資産の取得による支出 △27,896 △162,861

有形固定資産の売却による収入 － 5,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △28,076 △87,547

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △14,400 △12,300

会員預り金の返還による支出 △2,500 －

長期借入れによる収入 － 100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,900 87,700

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,892 8,160

現金及び現金同等物の期首残高 19,604 21,497

現金及び現金同等物の期末残高 21,497 29,657
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を

採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物　　　　　　　　35～50年

機械装置及び車両運搬具　　　　４～17年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

４．収益及び費用の計上基準

(1)プレー収入

　グリーンフィー、キャディフィーについては、顧客がプレーしたその日にサービスを提供することにより、

顧客に当該サービスに対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、プレー日で収益を認識しており

ます。

(2)収入会費等

　事業年度開始前後の時期に会員より会員資格に基づく年会費を一括徴収しております。年会費収入について

は、一年間（９月１日から８月31日）にわたって履行義務が充足するものと判断し、履行義務の充足に係る進

捗度（月単位）に基づき収益を認識しております。

　会員権の名義書換手数料については、名義書換が完了した時点で履行義務が充足するものと判断し、名義書

換が完了した時点で収益を認識しております。

(3)食堂委託収入

　食堂は外部委託しており、委託会社の1カ月間の売上高の一部が委託収入となることから、1カ月の食堂利用

が終了した時点で収益を認識しております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

６．その他財務諸表作成のための基礎となる事項

該当事項はありません。
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（重要な会計上の見積り）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

 

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（追加情報）

　該当事項はありません。

 

（貸借対照表関係）

※1.貸借対照表において、流動負債の「その他」のうち、契約負債の金額は以下のとおりであります。

区分 前事業年度末（令和６年８月31日） 当事業年度末（令和７年８月31日）

契約負債 181千円 4,489千円

 

※２.当期において、国庫補助金の受入れにより、15,600千円の圧縮記帳を行いました。

なお、有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりであります。
 

 
前事業年度

（2024年８月31日）
当事業年度

（2025年８月31日）

建物 －千円 1,747千円

建物附属設備 － 633

構築物 － 13,219

計 － 15,600
　

 

（損益計算書関係）

※1.顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約か

ら生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載

しております。

 

※2.固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

当事業年度
（自　2024年９月１日
至　2025年８月31日）

車両運搬具 －千円 4,999千円

計 － 4,999

 

※3.固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2023年９月１日
至　2024年８月31日）

当事業年度
（自　2024年９月１日
至　2025年８月31日）

構築物 －千円 0千円

機械及び装置 － 0

車両運搬具 － 0

計 － 0

 

EDINET提出書類

御調観光開発株式会社(E04677)

有価証券報告書

29/47



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度　（自　令和５年９月１日　至　令和６年８月31日）

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,338 － － 20,338

合計 20,338 － － 20,338

 

当事業年度　（自　令和６年９月１日　至　令和７年８月31日）

　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,338 － － 20,338

合計 20,338 － － 20,338

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　令和５年９月１日
至　令和６年８月31日）

当事業年度
（自　令和６年９月１日
至　令和７年８月31日）

現金及び預金勘定 353,008千円 290,855千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △331,511 △261,197

現金及び現金同等物 21,497 29,657

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、一時的な余資は、流動性の高い預金で運用し、設備投資に必要な資金を銀行借入により調達し

ております。

　投機的な取引は一切行わない方針であります。
 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに、未収入金は久井カントリークラブの会員の信用リスクに

晒されております。
 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　当社の売掛金は、当クラブの会員のプレー費であり、その殆どがクレジットカードによる決済であるた

め、1ヶ月以内には回収可能なものであります。従いまして、顧客の信用リスクを伴うものは少額ではあ

りますが、顧客ごとに期日管理を徹底して回収懸念の軽減を図っています。

　未収入金は、会員ごとに期日管理を行っており、また、株券を譲受した新たな会員が入会する際、滞留

した債権を精算することとしており、回収懸念の軽減を図っています。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
 

前事業年度（令和６年８月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）１年内返済予定の長期借入金 400 400 0

(2）長期借入金 － － －

負債計 400 400 0

 

当事業年度（令和７年８月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）１年内返済予定の長期借入金 14,280 14,834 554

(2）長期借入金 73,820 73,290 △529

負債計 88,100 88,125 25

 

（1）「現金及び預金」、「売掛金」、「未収入金」については、現金であること、または短期間で決済され

るため、時価は帳簿価額と近似するものであることから、記載を省略しております。

（2）「買掛金」、「未払金」、「未払費用」、「未払法人税等」、「未払消費税等」、「預り金」、「受託

販売未払金」については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似するものであることから、記載

を省略しております。

（3）市場価格のない金融商品は、上表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下の

とおりであります。

 

（単位：千円）
 

区分 前事業年度 当事業年度

会員預り金 27,500 27,500

 

金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（令和6年8月31日）

 １年以内（千円）
１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）
10年超（千円）

現金及び預金 353,008 － － －

売掛金 7,326 － － －

未収入金 1,074 － － －

合計 361,410 － － －

 

当事業年度（令和7年8月31日）

 １年以内（千円）
１年超５年以内

（千円）

５年超10年以内

（千円）
10年超（千円）

現金及び預金 290,855 － － －

売掛金 10,229 － － －

未収入金 950 － － －

合計 302,034 － － －
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長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（令和6年8月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

５年超

（千円）

長期借入金 400 － － － － －

当事業年度（令和7年8月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

５年超

（千円）

長期借入金 14,280 14,280 14,280 14,280 14,280 16,700

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（令和６年８月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（令和７年８月31日）

　該当事項はありません。

 

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和６年８月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1)１年内返済予定の長期借

入金
－ － － －

(2)長期借入金 － 400 － 400

負債計 － 400 － 400

 

当事業年度（令和７年８月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(1)１年内返済予定の長期借

入金
－ 14,834 － 14,834

(2)長期借入金 － 73,290 － 73,290

負債計 － 88,125 － 88,125

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

　当社は、有価証券の保有をしていないので、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）
 
１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。退職一時金制度では、退

職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給します。

　当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　令和５年９月１日
至　令和６年８月31日）

当事業年度
（自　令和６年９月１日
至　令和７年８月31日）

退職給付引当金の期首残高 23,230千円 24,858千円

退職給付費用 2,003 4,162 

退職給付の支給額 △375 △4,392 

退職給付引当金の期末残高 24,858 24,629 

 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

（令和６年８月31日）
当事業年度

（令和７年８月31日）

非積立型制度の退職給付債務 24,858千円 24,629千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 24,858 24,629 

     

退職給付引当金 24,858 24,629 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 24,858 24,629 

 

　　(3）退職給付費用

 
前事業年度

（自　令和５年９月１日
至　令和６年８月31日）

当事業年度
（自　令和６年９月１日
至　令和７年８月31日）

簡便法で計算した退職給付費用 2,003千円 4,162千円
 
 
 

 

（ストック・オプション等関係）

当社は、ストック・オプションの付与は行っていないので、該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（令和６年８月31日）
 

当事業年度
（令和７年８月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 951千円 872千円

退職給付引当金 8,476  8,605

貸倒引当金 1,327  1,353

税務上の繰越欠損金（注）２ 6,213  18,511

繰延税金資産小計 16,969  29,343

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △6,213  △18,511

将来減算一時差異等に係る評価性引当額 △9,804  △9,959

評価性引当額小計（注）１ △16,018  △28,470

繰延税金資産の純額 951  872

 

（注）１．評価性引当額が12,452千円増加しております。この増加の主な内容は、税務上の繰越欠損金に

　　　　係る評価性引当額が増加したことに伴うものであります。

（注）２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（令和６年８月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰

越欠損金

（※1）

－ － － － － 6,213 6,213

評価性引当

額
－ － － － － △6,213 △6,213

繰延税金資

産
－ － － － － － －

 

 

 

当事業年度（令和７年８月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰

越欠損金

（※1）

－ － － － － 18,511 18,511

評価性引当

額
－ － － － － △18,511 △18,511

繰延税金資

産
－ － － － － － －

（※1）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

前事業年度

（令和６年８月31日）

当事業年度

（令和７年８月31日）

法定実効税率　　　　　　　　　　　　　　　34.10％

（調整）

住民税均等割　　　　　　　　　　　　　　　15.87％

評価性引当金　　　　　　　　　　　　　　△35.48％

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0.01％

税効果会計適用後の法人税等の負担率　　　　14.50％

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、

記載を省略しております。

 

３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日に開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年９月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を34.1％から54.9％に変更し計算しております。

　この変更により、当事業年度の繰延税金資産の額（繰延税金負債を控除した金額）に影響はありません。

 

（持分法損益等）

         算定対象となる関連会社はありません。

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度（自　令和５年９月１日　　至　令和６年８月31日）

（単位：千円）

 
グリーン

フィー

キャディ

フィー

食堂売店手

数料
茶店売上 その他収入 年会費収入 合計

顧客との契

約から生じ

る収益

90,054 114,668 9,131 5,705 12,684 33,169 265,412

その他の収

益
－ － － － － － －

外部顧客へ

の売上高
90,054 114,668 9,131 5,705 12,684 33,169 265,412

 

当事業年度（自　令和６年９月１日　　至　令和７年８月31日）

（単位：千円）

 
グリーン

フィー

キャディ

フィー

食堂売店手

数料
茶店売上 その他収入 年会費収入 合計

顧客との契

約から生じ

る収益

83,560 110,355 8,760 5,391 11,380 29,180 248,627

その他の収

益
－ － － － － － －

外部顧客へ

の売上高
83,560 110,355 8,760 5,391 11,380 29,180 248,627

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）４.収益及

び費用の計上基準」に記載の通りであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業期間

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

 

契約負債の残高

 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

契約負債（期首残高） 21 181

契約負債（期末残高） 181 4,489

　契約負債は、事業年度の開始前後の時期に会員より会員資格に基づく年会費を一括徴収した年会費収入の前受

金です。期首の契約負債残高は当事業年度（令和６年９月１日～令和７年８月31日）の年会費収入を事業年度開

始前に受け入れた金額です。期末の契約負債残高は翌事業年度（令和７年９月１日～令和８年８月31日）の年会

費収入を事業年度開始前に受け入れた金額です。年会費収入は、一年間（９月１日から８月31日）にわたって履

行義務が充足するものと判断し、履行義務の充足に係る進捗度（月単位）に基づき収益を認識し、契約負債は収

益の認識に伴い取り崩されます。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、ゴルフ場の経営及びこれに附帯する事業を営む単一セグメントであるため、記載を省略してお

ります。
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【関連情報】

前事業年度（自 令和５年９月１日 至 令和６年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
グリーン

フィー

キャディ

フィー

食堂売店手

数料
茶店売上

その他の収

入
年会費収入 合計

外部顧客への

売上高
90,054 114,668 9,131 5,705 12,684 33,169 265,412

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在しているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

当事業年度（自 令和６年９月１日 至 令和７年８月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
グリーン

フィー

キャディ

フィー

食堂売店手

数料
茶店売上

その他の収

入
年会費収入 合計

外部顧客への

売上高
83,560 110,355 8,760 5,391 11,380 29,180 248,627

 

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在しているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　　　　関連当事者との取引

　　　　　財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　　 前事業年度（自　令和５年９月１日　至　令和６年８月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合

(％)

関連当事

者との関

係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末

残高

(千

円)

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を自己

の計算に

おいて所

有してい

る会社

井上建設

㈱

広島県

三原市

久井町

江木

1471

20,000 建設業
(被所有)

直接2.71

建設工事

の発注

役員の兼

任

建設工

事の発

注(注1)

5,270
未払

金
－

 

　　 当事業年度（自　令和６年９月１日　至　令和７年８月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合

(％)

関連当事

者との関

係

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末

残高

(千

円)

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を自己

の計算に

おいて所

有してい

る会社

井上建設

㈱

広島県

三原市

久井町

江木

1471

20,000 建設業
(被所有)

直接2.71

建設工事

の発注

役員の兼

任

建設工

事の発

注(注1)

12,339
未払

金
－

(注1)建設工事の発注については、井上建設㈱から提示された価格と、他の外注先との取引価格を勘案して

　　その都度交渉の上、決定しております。
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（１株当たり情報）
  

 
 
 

前事業年度
（自 令和５年９月１日
至 令和６年８月31日）

当事業年度
（自 令和６年９月１日
至 令和７年８月31日）

１株当たり純資産額 102,855.49円 101,118.08円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当

期純損失（△）
258.77円 △1,737.41円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自 令和５年９月１日
至 令和６年８月31日）

当事業年度
（自 令和６年９月１日
至 令和７年８月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
5,262 △35,335

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
5,262 △35,335

普通株式の期中平均株式数（株） 20,338 20,338
 
 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

御調観光開発株式会社(E04677)

有価証券報告書

39/47



⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 671,868 4,344 － 676,213 494,386 12,234 181,826

構築物 811,064 53,195 11,794 852,465 686,162 10,642 166,303

機械及び装置 104,766 1,770 2,000 104,537 81,440 3,460 23,097

車両運搬具 79,535 86,469 45,548 120,456 48,840 22,034 71,615

工具、器具及び備品 109,907 1,482 － 111,390 104,013 1,357 7,377

コース勘定 1,219,453 － － 1,219,453 － － 1,219,453

土地 227,467 － － 227,467 － － 227,467

有形固定資産計 3,224,064 147,264 59,343 3,311,983 1,414,843 49,729 1,897,140

無形固定資産        

電話加入権 472 － － 472 － － 472

ソフトウエア 13,540 － － 13,540 12,576 826 964

無形固定資産計 14,013 － － 14,013 12,576 826 1,436

（注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりです。

構築物
増加額（千円） 53,195

減少額（千円） 11,794

車両運搬具
増加額（千円） 86,469

減少額（千円） 45,548

２．車両運搬具の増減の主な要因は、カートの買い替えによるものです。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】
 

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年内に返済予定の長期借入金 400 14,280 0.75 －

長期借入金（１年内に返済予定のものを除

く。）
－ 73,820 0.75 令和13年

合計 400 88,100 － －

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 14,280 14,280 14,280 14,280
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【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,000 － － － 4,000

賞与引当金 2,790 2,560 2,790 － 2,560

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 3,988

預金

普通預金 25,669

定期預金 261,197

小計 286,866

合計 290,855

 

　売掛金

相手先 金額（千円）

クレジットカード各社

（ ㈱ＤＣカード、㈱ＪＣＢ、三井住友カード㈱ 他）
9,931

その他 297

合計 10,229

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

　

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
　

7,326 208,434 205,531 10,229 95.25 15.37
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　商品

品目 金額（千円）

売店在庫 233

茶店在庫 80

合計 314

 

　貯蔵品

品目 金額（千円）

肥料薬剤等 2,507

配管資材 82

風呂用品 259

ＤＣギフトカード 67

賞品 195

合計 3,111

 

②　流動負債

　買掛金

相手先 金額（千円）

酒の備後屋 137

小川商店 48

ＵＣＣフーヅ㈱ 50

その他 60

合計 297

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ９月１日から８月31日まで

定時株主総会 11月中

基準日 ８月31日

株券の種類 １株券　10株券　20株券

剰余金の配当の基準日 ８月31日

１単元の株式数 該当事項なし

株式の名義書換え  

取扱場所 御調観光開発株式会社　総務課

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当事項なし

株主名簿管理人 同上

取次所 同上

買取手数料 同上

公告掲載方法 広島市において発行する中国新聞

株主に対する特典 株式10株につき１口のゴルフプレー権を与える

株式譲渡制限の有無 株式を譲渡するときは取締役会の承認を要する
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第52期）（自　令和５年９月１日　至　令和６年８月31日）令和６年11月29日中国財務局長に提出

 

(2）半期報告書

　（第53期中）（自　令和６年９月１日　至　令和７年２月28日）令和７年５月23日中国財務局長に提出

 

(3）半期報告書の訂正報告書

　（第53期中）（自　令和６年９月１日　至　令和７年２月28日）の半期報告書に係る訂正報告書

　令和７年７月２日中国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

    

  2025年11月26日  

御調観光開発株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 高橋和司公認会計士事務所

広島県尾道市

   公認会計士 高橋　和司

監査意見

　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている御調

観光開発株式会社の2024年９月１日から2025年８月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、御調観光開発株式

会社の2025年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における私の責任

は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　私の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私はその他の記載内容に対して意見を

表明するものではない。

　財務諸表監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財務諸表又

は私が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその

他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。

　その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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